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背 景

目 的 交通計画と都市計画等の連携による、コンパクト・プラス・ネットワークの形成を通じた、持続可能な地域づくり戦略の実現に
資する地域旅客交通政策のあり方について、地方自治体の広域連携の確立等を含めて提示する。
交通計画と都市計画等の連携による、コンパクト・プラス・ネットワークの形成を通じた、持続可能な地域づくり戦略の実現に
資する地域旅客交通政策のあり方について、地方自治体の広域連携の確立等を含めて提示する。

• 欧米等の先進事例における交通計画と都市計画等の連携に関する法制度の枠組みを明らかにする。
• モード横断的な地域公共交通の運営と計画の連携策を調査し、我が国の政策立案及び自治体の施策の実現に役立てることを目指す。

• 地域内の旅客公共交通の利活用によるコンパクト・プラス・ネットワークを実現させるためには、交通計画と都市計画等の連携を深め、
人々の生活圏内の全ての地方自治体が連携して、最適な人の流れを創出する必要がある。

• 欧米では、地域における人の移動は、沿線の住宅及び施設の立地条件から派生する点に鑑み、交通計画と都市計画等を連携させ
る政策について、地方自治体の広域連携の確立、担い手の育成及び確保等を含めて実施している。

2

1．はじめに

①各国の交通計画と都市計画の連携の概要

• 法定の交通計画制度を持つ各国における、交
通計画と都市計画との連携に関する概要を調
査した。

• 対象国は、アメリカ、イタリア、ベルギー、カナダ及
びオーストラリアの5か国。

• イタリアの3つの都市（ボローニャ市、フィレンツェ
市及びミラノ市）について、交通計画と都市計
画の計画間連携及び特徴的な取組を深掘り
調査した。

• アメリカの4つの大都市圏（シアトル大都市圏、
ポートランド大都市圏、オースティン大都市圏
及びダラス大都市圏）について、交通計画と
都市計画の計画間連携及び特徴的な取組を
深掘り調査した。

③イタリアにおける交通計画と都市計画の
 連携に関する事例調査

②アメリカにおける交通計画と都市計画の
 連携に関する事例調査

本日の
発表内容

アメリカ及びイタリアの
交通計画と都市計画の
連携の概要

シアトル大都市圏の
交通計画と都市計画
の連携事例

ボローニャ市の交通
計画と都市計画の連
携事例
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2．アメリカにおける交通計画と都市計画の連携

◆アメリカには、土地利用、都市計画及び都市の成長管理に関する連邦の法律は存在しない。都市計画等は、基本的に州によって授けられた

自治体の専属的管轄事項とされており、自治体が総合計画の策定等の権限を持っている。

◆交通計画に対しては、連邦の影響力は大きい。自動車大国のアメリカでは、依然、高速道路の整備に対して多額の投資が行われているが、一

方で、公共交通指向型都市開発（Transit Oriented Development、TOD）の発祥の地でもあり、連邦政府は、大量輸送機関で

ある公共交通の整備及び維持に対しても、多くの補助金を支出している。

◆連邦補助高速道路法（Federal-Aid Highway Act）では、連邦政府からの交通財政援助の条件として、人口5万人以上の都市圏に「都

市圏計画機構（Metropolitan Planning Organization、 MPO）」と呼ばれる広域交通計画主体の設置が義務付けられている。

米国運輸長官は、4年ごとに、MPOが州政府の定める継続的かつ包括的な都市計画プロセスを実行しているかを認証している。

アメリカでは、広域交通計画主体であるMPOが上記の都市計画プロセスを遵守することで、交通計画と都市計画の連携が図られている。



ワシントン州／「成長管理法」による開発制限
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【成長管理法（Growth Management Act、GMA）による開発制限】

◆1990年に採択された一連の州法である。

・アメリカでは、1980年代以降、自然環境の保全、交通渋滞等の都市基盤への負荷の軽減、スプロール化の抑制、Affordable housingの提供、

経済成長が見込まれるエリアに絞った開発の促進等をテーマに、自治体総合計画に基づく都市の成長管理手法が取り入れられるようになった。

  ・GMAでは、一定規模以上の人口を擁する地域に、15の目的を達成するための自治体総合計画（長期ビジョン）を策定し、

  開発可能な「都市成長区域Urban Growth Areas (UGA)」を設定することにより、国立公園等の自然保護と州の成長を両立させることを目指している。

◆州の財務管理局（Office of Financial Management 、OFM）が作成する人口予測に基づき、UGAの妥当性を見直すことができる。

【成長管理法（Growth Management Act、GMA）による開発制限】

◆1990年に採択された一連の州法である。

・アメリカでは、1980年代以降、自然環境の保全、交通渋滞等の都市基盤への負荷の軽減、スプロール化の抑制、Affordable housingの提供、

経済成長が見込まれるエリアに絞った開発の促進等をテーマに、自治体総合計画に基づく都市の成長管理手法が取り入れられるようになった。

  ・GMAでは、一定規模以上の人口を擁する地域に、15の目的を達成するための自治体総合計画（長期ビジョン）を策定し、

  開発可能な「都市成長区域Urban Growth Areas (UGA)」を設定することにより、国立公園等の自然保護と州の成長を両立させることを目指している。

◆州の財務管理局（Office of Financial Management 、OFM）が作成する人口予測に基づき、UGAの妥当性を見直すことができる。

（出典）自治体研究サービスセンター（Municipal Research and Services Center 、MRSC）ウェブサイト

GMA「15の目的」 (RCW 36.70A.020)

１ 都市の成長エリアの発展を奨励する。 ９ オープンスペース及びレクリエーション：オープンスペースを維持し、レクリエーションの機会を増やす。

２ 無秩序な開発の削減：未開発の土地の不適切な転用を削減する。 10 環境：環境を保護し、空気の質、水質、水の入手可能性等、州におけるQOL（生活の質）を高める。

３ 交通：効率的な複合輸送システムの導入を奨励する。 11 市民の参加及び調整：市民の関与を奨励する。

４ 住宅：あらゆる経済階層にとって手頃な価格で入手可能な住宅を計画し、提供する。 12 公共施設及びサービス：開発を支援するために必要な公共施設及びサービスの適切性を担保する。

５ 経済発展：州全体の経済発展を促進する。 13 歴史的保存：保存対象を特定し、保存を奨励する。

６ 財産権：正当な補償が行われない限り、私有財産は公共の利用のために奪われてはならない。 14
気候変動及びレジリエンス：包括的な計画、開発規制及び地域の政策を気候変動の影響に適応させ、

その影響を確実に緩和させる。

７ 許認可：申請は適時かつ公正に処理される必要がある。 15 海岸線管理

８ 天然資源産業：天然資源を基盤とする産業を維持及び強化する。



シアトル大都市圏／開発制限及び成長管理
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【州内で唯一、成長が見込まれるシアトル大都市圏】

◆シアトル大都市圏は、キング郡、 スノホミッシュ郡、ピアース郡及びキトサップ郡の4郡から成る。
◆大都市シアトルが属するキング郡は、隣接するスノホミッシュ郡及びピアース郡と経済的な結びつきが強く、また、海を挟んだキトサップ郡は、比較的農村地帯が多い郡だが、
 住民がフェリーでシアトルに通勤しているため、経済的な結びつきがある。
⇒この4郡にワシントン州の人口の6割（450万人）が居住し、雇用の75%（230万人）が集中している。
 州内で唯一、成長が見込まれているエリアであり、2050年には人口580万人、雇用者数340万人に到達すると予想されている。
 ※その他の地域は、山岳地帯及び森林地帯が多いという地理的な要因もあり、州都オリンピアも含めて、著しい人口増及び経済成長は予想されていない。

◆厳格なUGA管理

シアトル大都市圏では、現在の人口増を爆発的な成長ではなく、過去からの成長トレンドが続いているものと捉えている。
UGAは、制度上は変更可能だが、20年先の人口増及び経済成長を見越して設定されており、シアトル大都市圏においても過去30年間で変更は行われていない。

【州内で唯一、成長が見込まれるシアトル大都市圏】

◆シアトル大都市圏は、キング郡、 スノホミッシュ郡、ピアース郡及びキトサップ郡の4郡から成る。
◆大都市シアトルが属するキング郡は、隣接するスノホミッシュ郡及びピアース郡と経済的な結びつきが強く、また、海を挟んだキトサップ郡は、比較的農村地帯が多い郡だが、
 住民がフェリーでシアトルに通勤しているため、経済的な結びつきがある。
⇒この4郡にワシントン州の人口の6割（450万人）が居住し、雇用の75%（230万人）が集中している。
 州内で唯一、成長が見込まれているエリアであり、2050年には人口580万人、雇用者数340万人に到達すると予想されている。
 ※その他の地域は、山岳地帯及び森林地帯が多いという地理的な要因もあり、州都オリンピアも含めて、著しい人口増及び経済成長は予想されていない。

◆厳格なUGA管理

シアトル大都市圏では、現在の人口増を爆発的な成長ではなく、過去からの成長トレンドが続いているものと捉えている。
UGAは、制度上は変更可能だが、20年先の人口増及び経済成長を見越して設定されており、シアトル大都市圏においても過去30年間で変更は行われていない。

（出典）ピュージェット湾地域評議会ウェブサイト、自治体研究サービスセンターウェブサイト

MGAに基づく各郡への開発規制の適用状況シアトルを中心をした4郡の人口推計

シアトルが属する
キング郡



シアトル大都市圏／開発制限及び成長管理のためのスキーム

【ピュージェット湾地域評議会（Puget Sound Regional Council、PSRC）】

◆シアトル大都市圏を所管するPSRCは、連邦法が設置を義務付ける「都市圏計画機構（Metropolitan Planning. Organization、MPO)」であると同時に、 州法
に基づく「地域交通計画組織（Regional Transportation Planning Organization、RTPO）」でもある。※PSRCとシアトル大都市圏の範囲は同一である。

◆主な役割

・所管エリアの長期ビジョンである「VISION2050」を策定。
・連邦又は州の補助金の申請及び配賦を行うため、 PSRCは、傘下の郡及び市町村の計画との整合性並びにGMAとの整合性をレビューする。

PSRCに承認されなければ補助金を受け取れないため、必然的に傘下自治体の交通計画は、都市計画との整合性が保たれている。

【ピュージェット湾地域評議会（Puget Sound Regional Council、PSRC）】

◆シアトル大都市圏を所管するPSRCは、連邦法が設置を義務付ける「都市圏計画機構（Metropolitan Planning. Organization、MPO)」であると同時に、 州法
に基づく「地域交通計画組織（Regional Transportation Planning Organization、RTPO）」でもある。※PSRCとシアトル大都市圏の範囲は同一である。

◆主な役割

・所管エリアの長期ビジョンである「VISION2050」を策定。
・連邦又は州の補助金の申請及び配賦を行うため、 PSRCは、傘下の郡及び市町村の計画との整合性並びにGMAとの整合性をレビューする。

PSRCに承認されなければ補助金を受け取れないため、必然的に傘下自治体の交通計画は、都市計画との整合性が保たれている。

（出典）The GMA Concurrency Goal and the State Transportation System、Washington Transportation Plan 2040 and Beyond、現地ヒアリング

計画間連携及び権限の概念図
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＜一貫性ツール（チェックリスト）＞
PSRCでは、長期ビジョンとの整合性をチェックする

  基礎自治体向けリストを提供している
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3．イタリアにおける交通計画と都市計画の連携

◆イタリアは、我が国ほど人口減少が進んでいない一方で、車の保有率が高く、スプロール化（無秩序に都市開発が広がっていく現象）が進行し

ている点など、我が国と同様の課題も抱えている。

◆イタリアの行政単位は、国（Stat）、州（Regioni）、大都市圏（Città metropolitane）、県（Province）及び市町村（Comuni）

に区分されており、それぞれ独自の法律（地域法）に従って行政機能を果たすことが定められている。

◆国家は、外交、国防、税制等の憲法に列挙されている事項に関して立法権限を有し、それ以外の都市計画、交通計画、環境計画等は、州

が地域法（Legge Regionali）に従い、策定権限を有するとされている。

◆大都市圏による都市計画等も含めて持続可能性に焦点を当てた計画が、「持続可能な都市交通計画（Piano Urbano della Mobilità

Sostenibile、 PUMS）」である。

PUMSは、地方、地域、国及び多様な政策分野にわたる全てのレベルの政府間の協力を考慮し、地元の住民及び利害関係者と協力して作

成することとされおり、PUMSの要素を各市町村の交通計画及び都市計画に反映させることで、交通計画と都市計画の連携を図っている。



ボローニャ市の交通計画及び都市計画のタイムスケジュール
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（出典）ボローニャ市提供資料

・ ボローニャ市の主な交通計画及び都市計画は、ボローニャ大都市圏が策定する「持続可能な都市交通計画」（PUMS）、ボローニャ市が策定する総合都市交通計

画（PGTU）及びボローニャ市が策定する都市計画（PUG）の３種類がある。

・ PUMSとPGTUが同時期に検討及び公表され、これを踏まえてPUGが策定されている。また、環境指標であるMission Cityも2030年目標で設定されている。

・ ボローニャ市の主な交通計画及び都市計画は、ボローニャ大都市圏が策定する「持続可能な都市交通計画」（PUMS）、ボローニャ市が策定する総合都市交通計

画（PGTU）及びボローニャ市が策定する都市計画（PUG）の３種類がある。

・ PUMSとPGTUが同時期に検討及び公表され、これを踏まえてPUGが策定されている。また、環境指標であるMission Cityも2030年目標で設定されている。



ボローニャ市の交通計画及び都市計画の法体系

9（出典）エミリア・ロマーニャ州ウェブサイトを基に国土交通政策研究所作成

・エミリア・ロマーニャ州では、地域総合交通計画（Piano regionale integrato dei trasporti、Prit）と地域開発計画（Piano Territoriale Regionale、PTR）

との整合を取ることが地域法（Legge regionale 24/2017）第40条で義務付けられており、交通計画と都市計画の連携が図られている。

・ボローニャ大都市圏では、 PUMS及び大都市圏開発計画（Piano Territoriale Metropolitano、PTM）を策定する。

・ボローニャ市では、PUMSの策定とPGTU及びPUGの策定を連携させて行うことで、PUMSの要素をPGTU及びPUGに反映させ、交通計画と都市計画との整合性が

保たれている。

・エミリア・ロマーニャ州では、地域総合交通計画（Piano regionale integrato dei trasporti、Prit）と地域開発計画（Piano Territoriale Regionale、PTR）

との整合を取ることが地域法（Legge regionale 24/2017）第40条で義務付けられており、交通計画と都市計画の連携が図られている。

・ボローニャ大都市圏では、 PUMS及び大都市圏開発計画（Piano Territoriale Metropolitano、PTM）を策定する。

・ボローニャ市では、PUMSの策定とPGTU及びPUGの策定を連携させて行うことで、PUMSの要素をPGTU及びPUGに反映させ、交通計画と都市計画との整合性が

保たれている。



ボローニャ市の交通計画及び都市計画の戦略目標
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（出典）ボローニャ市提供資料

・ ボローニャ市のPGTUでは、住宅地のスプロール化を防ぐために、無秩序な開発を禁止している。また、中心部と郊外で戦略が異なり、中心部は公共交通網が行き届い

ている部分のみ開発許認可を認めており、郊外では交通結節点を中心とした開発許認可を認めている点に特徴がある。

・ 同時期に策定されたPUMSもPGTUと同様の戦略を示しており、特に「Urban Choices」では、公共交通へのアクセスをベースにした都市開発が明記されている。

なお、ボローニャ市のPUMSは、策定にあたり、WEBアンケート、対面での説明会、ワークショップ等を通じ、約6,000人の市民、関係団体等から計画に対しての意見聴

取を行ったうえで策定するプロセスを踏んでいる。

・ ボローニャ市のPGTUでは、住宅地のスプロール化を防ぐために、無秩序な開発を禁止している。また、中心部と郊外で戦略が異なり、中心部は公共交通網が行き届い

ている部分のみ開発許認可を認めており、郊外では交通結節点を中心とした開発許認可を認めている点に特徴がある。

・ 同時期に策定されたPUMSもPGTUと同様の戦略を示しており、特に「Urban Choices」では、公共交通へのアクセスをベースにした都市開発が明記されている。

なお、ボローニャ市のPUMSは、策定にあたり、WEBアンケート、対面での説明会、ワークショップ等を通じ、約6,000人の市民、関係団体等から計画に対しての意見聴

取を行ったうえで策定するプロセスを踏んでいる。

【ボローニャPUMSの都市計画及びモビリティ戦略】【ボローニャPGTUの都市計画及びモビリティ戦略】

【戦略目標】
都市計画とモビリティ戦略を一貫して統合し、都市及び都市生活の質を向上させる。

農村部における都市開発の制限及び住宅開発の分散防止。

民間事業者により直接サービスが提供されている公共交通網が行き届いている都
市中心部に限り、3％以内の新規住宅地の建設を許可する。
※スプロール化の防止を目的としている。

郊外においては、公共交通の駅及び主要道路とパークアンドライド等で接続される
地域に限り、住宅地の開発を許可する。

PUMSの原則に合致していない場合は、新たな道路の建設を禁止する。
※都市部における自動車による移動の減少及び公共交通機関の競争力維持を
 目的としている。
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• アメリカ、イタリアともに、法的に交通計画と都市計画を連携させている。

• アメリカでは、広域交通計画主体であるMPOが、州政府の定める継続的か
つ包括的な都市計画プロセスを遵守することで、交通計画と都市計画の連
携を図っている。

• イタリアでは、大都市圏の都市交通計画であるPUMSの要素を各市町村の
交通計画及び都市計画に反映させることで、交通計画と都市計画の連携
を図っている。

4．まとめ
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都市計画との連携を図った上で実施している
交通施策の事例紹介

5．交通施策の事例紹介



13

【Sound Transit３プロジェクト】

◆2017年から2046年までの長期計画で、合計1,482億ドルを公共交通網に投資する全米最大規模のプロジェクトである。
◆優先的に整備する大量輸送手段に含まれるものは、ライトレール、ストリートカー（路面電車）、通勤鉄道、フェリー及びBRT。
 通常の路線バス等では徒歩5分程度が望まれるところ、上記の大量輸送機関を利用する場合には、人は2倍の距離（10分or0.5マイル）を歩くことを厭わない、
という考えに基づき選定されている。

◆沿線では、TODプロジェクトを展開する。
◆財源は、連邦からの資金に加えて、地方税で賄う（売上税、不動産税等）。ワシントン州には、一定規模の従業員が働く企業が従業員に通勤定期を購入する義務

（Commute Trip Reduction Law）が存在するため、運賃収入も安定的に見込める。

【Sound Transit３プロジェクト】

◆2017年から2046年までの長期計画で、合計1,482億ドルを公共交通網に投資する全米最大規模のプロジェクトである。
◆優先的に整備する大量輸送手段に含まれるものは、ライトレール、ストリートカー（路面電車）、通勤鉄道、フェリー及びBRT。
 通常の路線バス等では徒歩5分程度が望まれるところ、上記の大量輸送機関を利用する場合には、人は2倍の距離（10分or0.5マイル）を歩くことを厭わない、
という考えに基づき選定されている。

◆沿線では、TODプロジェクトを展開する。
◆財源は、連邦からの資金に加えて、地方税で賄う（売上税、不動産税等）。ワシントン州には、一定規模の従業員が働く企業が従業員に通勤定期を購入する義務

（Commute Trip Reduction Law）が存在するため、運賃収入も安定的に見込める。

＜2017-2046年までの資金内訳＞ 大規模な基幹交通の整備

現在の交通網 将来像

バス路線を
合計100kmの

ライトレールに転換

シアトル大都市圏／TOD推進のための基幹交通の大規模整備

（出典）ピュージェット湾地域評議会ウェブサイト、Sound Transitウェブサイト



シアトル大都市圏／傘下の郡との連携及び役割分担
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【越境交通サービスを提供する3郡連携の交通局Sound Transitの設立】

◆元々は、郡毎に独自の路線バスサービスを提供しており、それぞれの当局で長距離交通サービスを提供しようとしたが、金銭面で断念せざるを得なかった。
⇒1993年、郡を越えて地域全体をつなぐサービスを運営する主体として、キング郡、スノホミッシュ郡及びピアース郡の政府により「Sound Transit」
 を共同設立。※正式名称は、中央ピュージェット湾地域交通局（the Central Puget Sound Regional Transit Authority）

◆Sound Transitが地域間の連携を強化する役割を担うことで、各郡の交通局は、郡内部のバス路線を充実させるリソースの最適化。

【越境交通サービスを提供する3郡連携の交通局Sound Transitの設立】

◆元々は、郡毎に独自の路線バスサービスを提供しており、それぞれの当局で長距離交通サービスを提供しようとしたが、金銭面で断念せざるを得なかった。
⇒1993年、郡を越えて地域全体をつなぐサービスを運営する主体として、キング郡、スノホミッシュ郡及びピアース郡の政府により「Sound Transit」
 を共同設立。※正式名称は、中央ピュージェット湾地域交通局（the Central Puget Sound Regional Transit Authority）

◆Sound Transitが地域間の連携を強化する役割を担うことで、各郡の交通局は、郡内部のバス路線を充実させるリソースの最適化。

キング郡が運営する域内交通Sound Transitの越境交通

（出典）国土交通政策研究所撮影

※シアトル中心部からシアトル・タコマ国際空港までを結ぶライトレール（右上）。限られた平地では、トラムも走る（右下）。 ※シアトルは急勾配の坂道が多いため、トローリーバスが路線バスとして多く使われている。



・ PUMSでトラム4路線、全長57kmの新設が予定されており、現在2路線が工事中で、1路線が着工前調査の段階である。

・ 2026年6月のトラム（Red Line）完成により、ボローニャ市内へ向かうトラムを30万人／日が利用することになる。

・ トラム新設にあたっては、PUMS（持続可能な都市交通計画）策定に向けた大規模な会合を2回開催したほか、オンラインでの市民アンケート調査、ワークショップ等を

開催して、住民合意を得るような活動をしている。

・ PUMSでトラム4路線、全長57kmの新設が予定されており、現在2路線が工事中で、1路線が着工前調査の段階である。

・ 2026年6月のトラム（Red Line）完成により、ボローニャ市内へ向かうトラムを30万人／日が利用することになる。

・ トラム新設にあたっては、PUMS（持続可能な都市交通計画）策定に向けた大規模な会合を2回開催したほか、オンラインでの市民アンケート調査、ワークショップ等を

開催して、住民合意を得るような活動をしている。

ボローニャ市／トラム４路線の新設

15
（出典）ボローニャ市提供資料

【新設されるトラムの概要及び予算規模】



ボローニャ市／自転車利用の促進
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（出典）ボローニャ市提供資料、国土交通政策研究所撮影

・ ボローニャ市では、移動の約50％が5分以内の移動時間（自家用車による移動）となっており、短距離の移動が多いが、この移動のために公共交通の整備を行うこと

はコストがかかるため、自転車による移動へのモーダルシフトを推進している。

・ 自転車移動の利便性を高めるため、現在の自転車専用道路を325㎞に拡充するほか、MaaSとして、レンタルe-bikeの拡充（専用アプリ「RideMovi」による電動自

転車のシェアリングサービス）を行っている。

・ 従業員100名以上の企業及び団体は、モビリティマネージャーを設置することが義務付けられている。モビリティマネージャーは、自家用車での通勤を減らすことを目的とし

て、従業員のマルチモーダルシフトの推進、環境影響を抑えた自家用車以外の移動手段の推進等を行う。

・ モビリティマネージャー設置のインセンティブとして、エミリア・ロマーニャ州が資金を拠出して運営するインセンティブ「BIKE TO WORK-2024-2026」があり、自転車通勤

をする従業員に、1kmあたり20セント（月50ユーロ上限）を支給している。

・ エミリア・ロマーニャ州の住民が、自転車、電動自転車、電動キックボード等を購入した場合には、500ユーロの支給が行われる等、自転車利用によるマルチモーダルシフ

トを推進する体制が整えられている。

・ ボローニャ市では、移動の約50％が5分以内の移動時間（自家用車による移動）となっており、短距離の移動が多いが、この移動のために公共交通の整備を行うこと

はコストがかかるため、自転車による移動へのモーダルシフトを推進している。

・ 自転車移動の利便性を高めるため、現在の自転車専用道路を325㎞に拡充するほか、MaaSとして、レンタルe-bikeの拡充（専用アプリ「RideMovi」による電動自

転車のシェアリングサービス）を行っている。

・ 従業員100名以上の企業及び団体は、モビリティマネージャーを設置することが義務付けられている。モビリティマネージャーは、自家用車での通勤を減らすことを目的とし

て、従業員のマルチモーダルシフトの推進、環境影響を抑えた自家用車以外の移動手段の推進等を行う。

・ モビリティマネージャー設置のインセンティブとして、エミリア・ロマーニャ州が資金を拠出して運営するインセンティブ「BIKE TO WORK-2024-2026」があり、自転車通勤

をする従業員に、1kmあたり20セント（月50ユーロ上限）を支給している。

・ エミリア・ロマーニャ州の住民が、自転車、電動自転車、電動キックボード等を購入した場合には、500ユーロの支給が行われる等、自転車利用によるマルチモーダルシフ

トを推進する体制が整えられている。

【ボローニャ市の自転車専用道路】 【シェアサイクル及び自転車専用道】



ボローニャ市／時速30km制限道路の拡張（BOLOGNA CITTÀ 30）
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（出典）ボローニャ市ウェブサイト

・ ボローニャ市では、2024年1月に、中心市街地を中心とした一定のエリア内で自動車の時速を30km/hに制限する「BOLOGNA CITTÀ 30」をイタリアで初めて導入

した。エリア内では、専用標識により時速30km/h制限エリアであることが示され、速度超過者に対しては警察による取締りも行われている。

・ マルチモーダルシフトの推進策として、自転車及び徒歩の活用を推奨しているが、自動車事故のリスクが懸念されていた。歩行者及び自転車の事故死亡率は、時速

30kmに制限すれば、約10％に低減（時速50kmの場合は80％以上）されることから、本施策が推進されている。

また、環境負荷が高い短距離のストップアンドゴーを繰り返す運転を減少させることで、環境負荷の軽減も狙っている。

・ 導入から1年が経過した2025年1月時点で、交通事故が約13%減少したほか、自転車シェアリングの利用は69%増、自転車利用は10%増となっており、マルチモー

ダルシフトにも寄与している。

・ ボローニャ市では、2024年1月に、中心市街地を中心とした一定のエリア内で自動車の時速を30km/hに制限する「BOLOGNA CITTÀ 30」をイタリアで初めて導入

した。エリア内では、専用標識により時速30km/h制限エリアであることが示され、速度超過者に対しては警察による取締りも行われている。

・ マルチモーダルシフトの推進策として、自転車及び徒歩の活用を推奨しているが、自動車事故のリスクが懸念されていた。歩行者及び自転車の事故死亡率は、時速

30kmに制限すれば、約10％に低減（時速50kmの場合は80％以上）されることから、本施策が推進されている。

また、環境負荷が高い短距離のストップアンドゴーを繰り返す運転を減少させることで、環境負荷の軽減も狙っている。

・ 導入から1年が経過した2025年1月時点で、交通事故が約13%減少したほか、自転車シェアリングの利用は69%増、自転車利用は10%増となっており、マルチモー

ダルシフトにも寄与している。

【BOLOGNA CITTÀ 30の概要】 ※左はトライアルの導入地域、右は本格導入後の導入地域



ボローニャ市／市街地への進入規制（ZTL）
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（出典）ボローニャ市ウェブサイト、ボローニャ市提供資料

・ ボローニャ市の中心市街地では、2020年1月から交通規制地域（Zone a Traffico Limitato、ZTL）を設定し、毎日午前7:00から午後8:00まで、自動車による

ZTLへの出入りを制限している。ただし、居住者及び公共サービスに使用される自動車、電気自動車、PHEV、ZTLに入るための一日券を購入した自動車等は入場す

ることができる。

※一日券・・・6ユーロを支払い、指定した1日だけZTLに入場できるチケット。なお、4日券もあり、値段は15ユーロとなっている。

・ ZTLを通過できる自動車には、環境適合性が要求されている。現在では、ガソリン車では環境基準ユーロ3、ディーゼル車ではユーロ6を満たしていなければ、ZTLを通過

することはできない（この場合、1日券又は4日券を購入することになる。）。

・ ZTLを通過する権利を放棄した世帯又は環境適合性を満たさないためZTLを通過できない世帯は、モビリティボーナスの支給を受けることができる。

  モビリティボーナスとは、公共交通機関、タクシー、シェアサイクル等の利用のため2年間にわたり毎年支給される給付金で、世帯で失った権利の数等に応じ、

500ユーロから1,000ユーロのボーナスが支給される。これにより、自動車利用から公共交通機関の利用へシフトさせようとしている。

・ ボローニャ市の中心市街地では、2020年1月から交通規制地域（Zone a Traffico Limitato、ZTL）を設定し、毎日午前7:00から午後8:00まで、自動車による

ZTLへの出入りを制限している。ただし、居住者及び公共サービスに使用される自動車、電気自動車、PHEV、ZTLに入るための一日券を購入した自動車等は入場す

ることができる。

※一日券・・・6ユーロを支払い、指定した1日だけZTLに入場できるチケット。なお、4日券もあり、値段は15ユーロとなっている。

・ ZTLを通過できる自動車には、環境適合性が要求されている。現在では、ガソリン車では環境基準ユーロ3、ディーゼル車ではユーロ6を満たしていなければ、ZTLを通過

することはできない（この場合、1日券又は4日券を購入することになる。）。

・ ZTLを通過する権利を放棄した世帯又は環境適合性を満たさないためZTLを通過できない世帯は、モビリティボーナスの支給を受けることができる。

  モビリティボーナスとは、公共交通機関、タクシー、シェアサイクル等の利用のため2年間にわたり毎年支給される給付金で、世帯で失った権利の数等に応じ、

500ユーロから1,000ユーロのボーナスが支給される。これにより、自動車利用から公共交通機関の利用へシフトさせようとしている。

【ZTLが適用されるエリア（旧市街地内）】 【環境適合要件を充足する自動車台数の推移】
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